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 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．第70期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の連結子会社（以下、当社グループとする。）並びに当社の

親会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回 次 
第70期

第１四半期 
連結累計期間 

第71期
第１四半期 

連結累計期間 
第70期

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日 

売上高（千円）  4,970,552  5,799,692  23,461,224

経常利益（千円）  548,843  1,020,390  3,080,322

四半期（当期）純利益（千円）  511,886  862,843  2,731,479

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 564,489  862,955  2,911,947

純資産額（千円）  8,834,409  11,634,696  11,145,475

総資産額（千円）  19,296,872  22,253,487  22,132,747

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 5.49  9.25  29.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
          -  9.23 29.23

自己資本比率（％）  45.38  52.16  50.26

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはなく、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 また、当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

  

（１）業績の状況 

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にありつつ

も、復興需要等を背景として景気は緩やかな回復傾向にあります。しかしながら、欧州政府債務危機を巡る不確実

性を背景とした金融資本市場の変動や海外景気の下振れによる景気の下押しリスク、あるいは国内における電力供

給の制約やデフレの影響への懸念等もあり、景気の先行きについては不透明感を払拭しきれないのが現状です。 

このような経済環境の下で当社グループは、一連の戦略的事業再構築を通じて経営資源の選択と集中並びに事業

領域の拡大を推進し、健全かつ強固な経営基盤と、持続的成長を可能とする多極的な事業構造を着実に構築し、一

定の成果を挙げております。 

電子機器事業におきましては、収益の要であるOEM製品における東西２拠点による生産体制の下、マミヤ・オー

ピー・ネクオス㈱に対する開発部門の吸収分割により、洗練された「ものづくり」システムと高度な技術開発力と

の融合及び製販分離によるコスト管理を徹底し、卓越した品質と付加価値を低コストと両立させることで「お客様

満足度」を高め、企業価値の一層の向上を目指しております。 

スポーツ事業におきましては、内外の主要市場における景気の緩やかな回復傾向にもかかわらず、欧州政府債務

危機等による景気の不透明感、消費マインド改善の遅れなど、依然として厳しい事業環境の下、マミヤ・オーピ

ー・グループにおけるスポーツ事業の中核であるキャスコ㈱が、2012年を「キャスコ大改革元年」と位置づけるな

ど、事業構造の大胆な見直しによる収益基盤のさらなる強化に取り組んでおります。 

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は57億99百万円（前年同期比16.7％増）、営業利

益は９億62百万円（前年同期比64.5％増）、経常利益は10億20百万円（前年同期比85.9％増）、四半期純利益は８

億62百万円（前年同期比68.6％増）となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりです。 

（電子機器事業セグメント） 

電子機器事業セグメントは、OEM製品であるパチンコ周辺機器の販売が前連結会計年度ほどの勢いはないものの

堅調であり、ほぼ計画通りに推移したため、東日本大震災の影響があった前年同期と比較して増収増益となりまし

た。 

この結果、電子機器事業セグメントの売上高は44億10百万円（前年同期比24.9％増）、営業利益は９億48百万円

（前年同期比82.5％増）となりました。 

（スポーツ事業セグメント） 

スポーツ事業セグメントは、国内のゴルフ場来場者数及びゴルフ場収益が共に、東日本大震災の影響を受けた前

年同期より増加する傾向にあるものの、欧州政府債務危機等の影響もあり、内外の主要市場における消費者心理の

冷え込みは回復しておらず依然として厳しい状況です。 

国内市場においてはキャスコ事業が堅調に推移し、東日本大震災以降減少していたコンペ需要の回復等を背景と

したバッグ、グローブ等の販売好調、あるいは輸出の増加等により、増収増益となりました。 

他方、海外市場におけるカーボンシャフト事業に関しては、市場は回復傾向にあるものの、カーボン素材の価格

上昇が続く等の厳しい事業環境が続いており、前年同期と比較して減収減益となりました。 

この結果、スポーツ事業セグメントの売上高は13億89百万円（前年同期比3.5％減）、営業利益13百万円（前年

同期比79.0％減）となりました。 

  

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（３）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、２億24百万円（グループ外部か

らの受託研究に係る費用42百万円含む。）です。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況について、重要な変更は

ありません。 

  

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて、重要な変更はありません。 

  

2012/08/14 10:29:5812843622_第１四半期報告書_20120814102938

- 3 -



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  93,481,700  93,481,700
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株  

計  93,481,700  93,481,700 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年４月１日～

平成24年６月30日 
 －  93,481,700  －    3,958,747  －  －

（６）【大株主の状況】
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当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権の数18個）含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

（注）当第１四半期会計期間末日現在で当社が所有する自己株式の数は、普通株式229,834株です。 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。  

   

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容

無議決権株式            － －      － 

議決権制限株式（自己株式等）            － －      － 

議決権制限株式（その他）            －            －      － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

普通株式      228,000
－      － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  92,581,000  92,581      － 

単元未満株式 普通株式      672,700 －  一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  93,481,700 － － 

総株主の議決権 －  92,581 － 

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

マミヤ・オーピー株式会社 
東京都品川区西五反田 

二丁目11番17号 
 228,000  －  228,000  0.24

計 －  228,000  －  228,000  0.24

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,416,857 7,908,471

受取手形及び売掛金 ※1  4,334,884 ※1  4,290,290

有価証券 12,506 12,506

商品及び製品 1,643,351 2,020,742

仕掛品 364,346 356,285

原材料及び貯蔵品 872,148 958,566

繰延税金資産 219,999 287,419

その他 169,163 132,354

貸倒引当金 △29,593 △23,640

流動資産合計 16,003,663 15,942,996

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 478,182 475,203

機械装置及び運搬具（純額） 179,654 176,080

工具、器具及び備品（純額） 97,913 111,140

土地 517,994 517,994

リース資産（純額） 1,808 1,649

建設仮勘定 26,650 177,364

有形固定資産合計 1,302,204 1,459,432

無形固定資産   

のれん 1,265,481 1,210,786

特許権 293,650 281,746

その他 220,892 242,164

無形固定資産合計 1,780,024 1,734,697

投資その他の資産   

投資有価証券 2,489,335 2,459,248

長期貸付金 163,512 142,946

繰延税金資産 43,025 156,092

その他 909,700 917,727

貸倒引当金 △558,718 △559,653

投資その他の資産合計 3,046,855 3,116,361

固定資産合計 6,129,084 6,310,490

資産合計 22,132,747 22,253,487
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  4,516,858 ※1  4,335,020

1年内償還予定の社債 90,000 90,000

1年内返済予定の長期借入金 1,235,456 1,075,723

短期借入金 280,000 80,000

未払法人税等 145,551 322,794

賞与引当金 51,820 108,822

その他 715,730 907,157

流動負債合計 7,035,416 6,919,517

固定負債   

社債 320,000 320,000

長期借入金 2,966,686 2,728,289

繰延税金負債 36,108 30,707

退職給付引当金 450,536 453,210

役員退職慰労引当金 63,904 66,199

その他 114,619 100,867

固定負債合計 3,951,855 3,699,273

負債合計 10,987,272 10,618,790

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,958,747 3,958,747

利益剰余金 6,898,118 7,387,447

自己株式 △33,490 △33,709

株主資本合計 10,823,375 11,312,484

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56,744 31,652

為替換算調整勘定 244,320 263,719

その他の包括利益累計額合計 301,064 295,372

新株予約権 14,527 14,527

少数株主持分 6,508 12,312

純資産合計 11,145,475 11,634,696

負債純資産合計 22,132,747 22,253,487
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 4,970,552 5,799,692

売上原価 3,155,374 3,624,477

売上総利益 1,815,177 2,175,215

販売費及び一般管理費 1,229,779 1,212,505

営業利益 585,397 962,710

営業外収益   

受取利息 463 1,155

受取配当金 21,068 21,828

為替差益 － 49,121

固定資産賃貸料 6,729 5,884

その他 4,637 5,731

営業外収益合計 32,899 83,721

営業外費用   

支払利息 26,238 21,776

固定資産賃貸費用 4,838 3,750

為替差損 36,968 －

その他 1,408 515

営業外費用合計 69,453 26,041

経常利益 548,843 1,020,390

特別利益   

固定資産売却益 － 183

受取補償金 150 －

特別利益合計 150 183

特別損失   

固定資産除売却損 55 －

特別退職金 3,210 －

特別損失合計 3,266 －

税金等調整前四半期純利益 545,727 1,020,574

法人税、住民税及び事業税 66,651 321,403

法人税等調整額 △36,003 △170,992

法人税等合計 30,648 150,410

少数株主損益調整前四半期純利益 515,079 870,163

少数株主利益 3,192 7,319

四半期純利益 511,886 862,843
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 515,079 870,163

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,351 △25,091

為替換算調整勘定 58,762 17,884

その他の包括利益合計 49,410 △7,207

四半期包括利益 564,489 862,955

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 560,936 857,151

少数株主に係る四半期包括利益 3,553 5,804
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【会計方針の変更】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

 （たな卸資産の評価方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社の一部では、たな卸資産の評価方法は、従来、主として先入先出法によっておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より総平均法に変更しております。 

 この評価方法の変更は、当第１四半期連結会計期間より新しい統合基幹業務システムを導入し、たな卸資産の評価及

び期間損益計算をより迅速かつ適正にするために行ったものであります。 

 当第１四半期連結会計期間の期首に新しい統合基幹業務システムが本稼動したことから、前連結会計期間における品

目別受払データの記録方法が異なるため、遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能であります。このため、前連結会

計期間末のたな卸資産の帳簿価額を当第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を適

用しております。 

 これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。  

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）  

 （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であ

ります。  
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 ※１ 四半期連結会計期間末日満期手形 

    四半期連結会計期間末日満期手形の処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

   なお、当第１四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

   四半期連結会計期間末残高から除かれております。  

   

  受取手形                                    千円                     千円  

  支払手形                                    千円                    千円 

  

  

  

  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 

    

    減価償却費                千円             千円 

    のれんの償却額              千円             千円 

  

  

  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

 配当金支払額 

 平成23年６月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 ・普通株式の配当に関する事項 

  ①配当金の総額      279,801千円 

  ②１株当たり配当額        3円 

  ③基準日       平成23年３月31日 

  ④効力発生日     平成23年６月30日 

  ⑤配当の原資        利益剰余金 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

 配当金支払額 

 平成24年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 ・普通株式の配当に関する事項 

  ①配当金の総額      373,012千円 

  ②１株当たり配当額        4円 

  ③基準日       平成24年３月31日 

  ④効力発生日     平成24年６月29日 

  ⑤配当の原資        利益剰余金 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間 

  （平成24年３月31日） （平成24年６月30日） 

146,034 370,347

707,043 480,711

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

  （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日 

    至 平成23年６月30日）   至 平成24年６月30日） 

45,250 60,171

54,144 54,695

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                           （単位：千円） 

（注）報告セグメントの利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                           （単位：千円） 

（注）報告セグメントの利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント

合計
電子機器
事業  

スポーツ
事業  

計 

売上高         

外部顧客への売上高  3,531,502  1,439,050  4,970,552  4,970,552

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  －

計  3,531,502  1,439,050  4,970,552  4,970,552

セグメント利益  520,122  65,274  585,397  585,397

  

報告セグメント

合計
電子機器
事業  

スポーツ
事業  

計 

売上高         

外部顧客への売上高  4,410,319  1,389,373  5,799,692  5,799,692

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  －

計  4,410,319  1,389,373  5,799,692  5,799,692

セグメント利益  948,999  13,711  962,710  962,710
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式

    が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 5 49 円 銭 9 25

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  511,886  862,843

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  511,886  862,843

普通株式の期中平均株式数（千株）  93,266  93,252

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 － － 円 銭 9 23

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加額（千株）  －  197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  －

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマミヤ・オーピー

株式会社の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成24年4月1日から平成

24年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成24年4月1日から平成24年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する 

結論を表明することにある。当監査法人は我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される、四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認 

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マミヤ・オーピー株式会社及び連結子会社の平成24年6月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                以上 

 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成24年８月７日

マミヤ・オーピー株式会社 

取締役会 御中 

明治監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 堀江 清久   印 

  業務執行社員   公認会計士 片岡 誠    印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。 
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